
長寿社会課主要事業一覧表（平成２７年度当初予算） 資料№２

新規事業：◎　　　一部新規事業：○ (単位：千円）

重点
施策

番号 事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
Ｈ２７当初

予算額（Ａ）
Ｈ２６当初

予算額（Ｂ）
比較増減
（Ａ）－（Ｂ）

備　考

①
高齢者社会活動推進事業費
【高齢福祉担当】

　老人クラブ活動を通じて、高齢者が地域社会の中で相互に交流を深めつつ経験と知
識を生かし社会活動に参加することにより、高齢者の生きがいを高めるため、その生
活を健康で豊かなものにするための事業に要する経費の一部を補助するもの。

46,085 48,335 △ 2,250

資料№１の平成27年度
以降の課題・取組（以下
同様）
第１－①

②
明るい長寿社会づくり推進事業費
【高齢福祉担当】

　高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、高齢者のスポーツ活動、健康づくり
活動及び地域貢献活動等を推進するための事業を実施するもの。

28,774 21,900 6,874 第１－②

①
◎高齢者権利擁護等推進事業費
【高齢福祉担当】

　認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、市民を含めた後見人を中心とした
支援体制を構築することが必要であるため、市町村において市民後見人を確保できる
体制を整備・強化する取組に対し補助するもの。

9,858 0 9,858 第４－①、②、③

①
老人福祉活動推進費（高齢者総合支援セン
ター運営事業費）【高齢福祉担当】

　県民の高齢者に関する相談に広く対応するとともに、地域包括支援センターの相談・
権利擁護、ケアマネジメント業務等への専門的支援を行い、高齢者の総合的な相談支
援及び地域包括ケアを推進するための事業を実施するもの。

48,226 48,579 △ 353 第２－①

②
地域支援事業交付金
【高齢福祉担当】

　市町村が行う地域支援事業（介護予防事業、包括的支援事業・任意事業）に対する
県負担金（負担率　介護予防事業　12.5/100、包括的支援事業　19.5/100）。

413,639 409,379 4,260
第５－①
第６－④

③
○地域包括ケアシステム基盤確立事業費
【地域包括ケア推進担当】

　地域包括ケアシステムの構築に向けた新たな制度の円滑な実施と安定的な運営を
確保するため、関係団体と連携を図りながら市町村等への支援を行うもの。

9,758 1,774 7,984
第３－①、②
第６－④

①
介護職員等医療的ケア研修事業費
【地域包括ケア推進担当】

　国の介護職員への医療行為（たん吸引や経管栄養のうちの一定の行為）の解禁を踏
まえ、医療的ケアが必要な高齢者等が入所する施設等の職員を対象に研修を行うも
の。

22,350 22,528 △ 178 第３－④

②
在宅医療推進事業費
【地域包括ケア推進担当】

在宅療養者が安心して生活できるよう、医療と介護等の関係職種が連携し、地域の実
情に合わせた在宅医療・介護の提供体制を構築するため、市町村等が実施する取組
に対して補助等の支援を行う。

393,806 398,658 △ 4,852 第３－④

③
在宅医療人材育成基盤整備事業費
【地域包括ケア推進担当】

在宅における医療提供体制を構築するため、在宅医療に関わる有識者による協議会
を設置する。

408 1,912 △ 1,504 第３－④

④
医療情報連携推進事業費（地域医療情報連
携ネットワーク整備事業費補助）
【地域包括ケア推進担当】

医療・介護・福祉の連携を図り、医療関係人材の負担軽減と住民に対する医療・介護
サービスを向上させるために、「地域医療情報連携基盤構築事業」への補助を行う。

250,000 96,797 153,203 第３－④

1　高齢者の生きがいづくりと社会参加活動の推進

2　高齢者の尊厳保持及び権利擁護の推進

3　地域包括ケアシステムの構築

4　在宅医療と介護の連携推進
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新規事業：◎　　　一部新規事業：○ (単位：千円）

重点
施策

番号 事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
Ｈ２７当初

予算額（Ａ）
Ｈ２６当初

予算額（Ｂ）
比較増減
（Ａ）－（Ｂ）

備　考

①
認知症対策等総合支援事業費
【高齢福祉担当】

　認知症の地域単位での総合的かつ継続的な支援体制を確立するため、認知症の予
防から相談窓口の設置、認知症の早期の段階から適切な診断と対応、認知症に関す
る正しい知識と理解に基づく本人や家族への支援などを実施するもの。
（１）認知症介護従事者を対象とした研修の実施　（２）かかりつけ医等を対象とした研
修の実施　（３）認知症疾患医療センター運営　（４）認知症施策推進会議の開催

19,720 16,536 3,184
第６－①、②、③、⑤、
⑥

①
介護予防市町村支援事業費
【高齢福祉担当】

　改正介護保険制度における円滑な介護予防事業（地域支援事業）の推進を図るた
め、市町村や事業者が行う地域支援事業の効果を調査分析、事業評価を行うための
市町村支援委員会の開催及び地域包括支援センター等の介護予防従事者への技術
向上研修を行うもの。

6,549 7,342 △ 793 第５－①、②

②
○地域リハビリテーション支援体制整備推進
事業費
【高齢福祉担当】

　脳卒中の既往を持つ者等が在宅で寝たきりになることなく生活できるよう、地域でリ
ハビリテーション活動が円滑に提供される体制整備を図るもの。更に、高齢者を対象に
ボランティアで活動する体操指導者を養成し、住民主体による地域に根差した効果的
な介護予防の普及を図る。

17,411 19,738 △ 2,327 第５－②、③

①
高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり
推進事業費補助【介護福祉担当】

　要援護高齢者及び重度身体障がい者の在宅での自立した生活を支援するとともに、
その介護者の負担の軽減を図るため、市町村が住宅改修に必要な経費に対し助成す
る場合、その一部を補助するもの。

33,800 40,000 △ 6,200 第２－③

②
老人保護措置費（軽費老人ホーム事務費補
助）【介護福祉担当】

　社会福祉法人等が行う軽費老人ホーム利用料（事務費徴収額）の減免に要する経費
の一部に対し補助するもの。

403,843 411,962 △ 8,119 第２－②

①
老人福祉施設整備費（老人福祉施設整備費
補助）【介護福祉担当】

　施設入所者等の福祉の向上を図るため、市町村、社会福祉法人及び医療法人が行
う老人福祉施設等の整備に要する経費に対し補助するもの。

192,500 491,400 △ 298,900 第７－①

②
介護施設等整備事業費（介護施設開設準備
経費等事業）【介護福祉担当】

　開設時から安定した、質の高いサービスを提供するための体制整備を支援するた
め、「地域医療介護総合確保基金」を活用し、介護施設の開設準備経費等に対する助
成を行うもの。

128,544 67,200 61,344 第７－①

③
介護施設等整備事業費（地域密着型サービ
ス施設等整備事業）【介護福祉担当】

　地域の介護ニーズに対応するため、「地域医療介護総合確保基金」を活用し、地域
密着型サービス事業所等の施設整備に対し補助するもの。

681,420 520,000 161,420 第７－①

④
介護サービス施設整備等臨時特例事業費
（介護サービス施設整備等臨時特例基金積
立金）【介護福祉担当】

　地域の介護ニーズに対応するための地域密着型サービス事業所等の整備や防災補
強改修等を実施するため、国からの「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金等」により
基金を造成し、当該基金を活用して介護基盤等の整備を図るもの。

101,529 2,529 99,000 第７－①

7　生活支援及び多様な住まいの充実・強化

8　介護を要する高齢者等への支援

5　認知症施策の推進

6　介護予防及び地域リハビリテーションの推進
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新規事業：◎　　　一部新規事業：○ (単位：千円）

重点
施策

番号 事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
Ｈ２７当初

予算額（Ａ）
Ｈ２６当初

予算額（Ｂ）
比較増減
（Ａ）－（Ｂ）

備　考

①
介護人材確保事業費
【介護福祉担当】

　被災地の介護人材の確保を図るため、介護事業所の労働環境の改善や介護の仕事
の魅力の発信、介護職員の資質向上等を推進しようとするもの。

18,466 3,446 15,020 第８－②

②
◎介護人材マッチング支援事業費
【介護福祉担当】

　潜在的求職者等へ研修や職場体験の実施、専門の支援員による就労支援やキャリ
アアップの支援などの取組を行い、これまで介護分野に従事していなかった者を、新た
に介護分野の就労へと転換させ、また、潜在的有資格者に対して再就労を促進し、介
護分野への人材の定着と参入を促進するもの。

41,868 41,868 第８－②

③
介護保険制度施行事業費（介護サービス情
報公表制度施行事業費）【介護福祉担当】

　介護サービスの利用者に対し、利用者自ら主体的により良いサービス事業所を選択
するうえで不可欠な情報を継続的に提供するため、介護保険法に規定する調査及び
公表に関する業務を適切かつ円滑に実施するための体制を安定的に確保するもの。

29,516 22,000 7,516 第８－①

①
被災市町村地域支え合い体制づくり事業費
【高齢福祉担当】

　東日本大震災津波で被災した地域において、仮設住宅等（避難先や在宅を含む。）
の要介護高齢者・障がい者（児）等に対して、市町村が実施する専門職種の者による
相談や生活支援等に要する経費を補助し、要介護高齢者・障がい者（児）等の安心し
た生活を支援するもの。

60,240 60,240 0 第９－②

②
被災地要援護高齢者支援事業費
【高齢福祉担当】

　東日本大震災津波により被災した地域において、市町村による地域包括ケアの実施
体制が不十分であることに鑑み、高齢者への総合的な支援と市町村が行う地域包括
ケアの支援を行うための現地拠点を設置し、地域包括支援センターの支援、高齢者か
らの相談対応、避難所等の要援護高齢者、要介護者等の支援等を行うもの。

38,234 38,012 222 第９－①

③
被災地高齢者ふれあい交流促進事業費
【高齢福祉担当】

　仮設住宅に入居している高齢者等が気軽に参加できる運動教室を開催し、仮設住宅
や地域住民の交流の活性化や高齢者の健康増進（維持）を図り、新しいコミュニティで
の生きがいづくりを促進するもの。

12,940 12,181 759 第９－②

④
被災地高齢者リハビリテーション支援事業費
【高齢福祉担当】

　沿岸地区の地域リハビリテーション活動の復興支援活動を通じて、在宅・仮設住宅入
居高齢者等の生活機能低下の防止並びに脳卒中等の既往疾患高齢者の悪化防止を
図るもの。

1,717 1,799 △ 82 第５－④

⑤
地域支え合い体制づくり事業費（仮設介護・
福祉サービス拠点づくり事業費）
【介護福祉担当】

　応急仮設住宅等（在宅も含む）において、要介護高齢者、障がい者等支援を要する
者が安心して日常生活を送ることができるよう、必要な介護サービス等の提供体制の
整備について支援を行うもの。

556,831 545,730 11,101 第９－①、③

9　介護人材の確保及び介護サービスの向上

10　被災した高齢者が安心して暮らし続けることが出来る環境づくりの推進
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新規事業：◎　　　一部新規事業：○ (単位：千円）

重点
施策

番号 事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
Ｈ２７当初

予算額（Ａ）
Ｈ２６当初

予算額（Ｂ）
比較増減
（Ａ）－（Ｂ）

備　考

⑥
介護保険サービス利用者負担特例措置支
援事業費補助【介護福祉担当】

　被災者の生活の安定を図るため、市町村が、被災者の介護保険の利用者負担免除
を継続できるよう、免除に要する経費を補助するもの。

20,646 16,859 3,787 第９－①

⑦
介護人材就業促進事業費
【介護福祉担当】

　介護事業者が離職者等を有期雇用し、施設で働きながら資格を取得できるよう支援
することにより、介護職員の新規就業を促進し、その資質の向上と事業所への定着を
図るもの。

82,292 186,455 △ 104,163 第８－②

⑧
被災地サポート拠点職員資格取得促進事業
費
【介護福祉担当】

　仮設住宅等の被災高齢者の見守り等に従事する職員に介護の資格を取得させ、併
せてＯＪＴを実施することにより、サポート拠点等における支援業務の質の向上を図る
とともに、将来的に当該職員の介護分野への就業を促すことにより被災地における介
護人材不足の解消に努めるもの。

4,609 19,216 △ 14,607 第８－②

⑨
被災地介護職員住環境整備支援事業費
【介護福祉担当】

　特に介護人材の確保が困難となっている沿岸部における介護人材確保のため、事業
者が行う新規採用職員のための住宅確保等の費用を補助するもの。

11,917 11,912 5 第８－②

①
介護給付費等負担金
【介護福祉担当】

　介護保険法第123条に基づき、市町村が行う介護保険事業のうち、介護給付及び予
防給付に要する費用総額に対する県負担金（負担率　施設等給付費　17.5/100、居宅
等給付費　12.5/100）。

16,940,811 16,547,299 393,512

②
介護保険制度施行事業費（介護保険制度施
行事業費）【介護福祉担当】

　介護保険制度の円滑な施行に資するため、（１）介護保険制度の苦情処理に対応す
る機関への補助　（２）介護予防支援の従事者に対する研修の実施　（３）岩手県高齢
者福祉計画・岩手県介護保険事業支援計画の進行管理等を行う協議会の開催　（４）
地域包括ケア推進のための先進地視察等の実施　（５）介護保険事業者システムの改
修　（６）第３期介護給付適正化計画の円滑な実施のためのセミナーの開催等　（７）介
護支援専門員の資質向上等のためケアプラン点検への同行による支援等　を行うも
の。

17,307 17,114 193
第７－②
第８－①、②

③
介護認定調査員等研修事業費
【介護福祉担当】

　介護保険制度の根幹をなす要介護認定が、全国共通の認定基準に基づき公平、公
正に行われるようにするため、認定調査員、介護認定審査会委員及び主治医に対して
研修を実施し、また、適切な介護サービスの実現のために必要な介護支援専門員の
支援を行うもの。

16,042 16,256 △ 214

④
介護保険サービス利用者負担助成事業費
補助【介護福祉担当】

　低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度に基づき、市
町村が実施する利用者負担額の軽減制度事業について、軽減に要した費用の一部を
助成するもの。

28,024 30,581 △ 2,557

⑤
◎低所得者に対する介護保険料軽減負担
金
【介護福祉担当】

　介護保険法（平成9年法律第123号）第124条の２に基づき、市町村が行う低所得者の
介護保険料の負担軽減に要する費用に対する県負担金。

61,162 61,162

11　その他
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